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※本ニュースレターは、英文ニュースレターの翻訳版です。 

日本語訳と原文（英文）に差異が生じた場合には、原文が優先されます。 

 

e-Donation システムによる特定の医療財団への寄附に対する税制優遇措

置の提供 

2022 年 11 月 8 日に発行されたタイ国勅令第 756 号により、2022 年 7 月 26 日

から 2024 年 12 月 31 日までに、チャイパタナ財団、マハーチャクリシリント

ーン王女主導による情報技術財団、マハーチャクリシリントーン王女主導によ

るラマティボディ財団に行われた公衆衛生支援のための電子寄附（以下「e-

Donation」）システムによる一定の寄附に対して税制優遇が適用されることに

なりました。勅令の主な施策の概要は、下記のとおりです。 

• 個人が適格財団に現金で寄附をした場合、個人の純所得（課税所得から適

用されるすべての手当や控除を差し引いたもの）の 10％に相当する金額を

上限として、2 倍の控除（すなわち、合計 200％の所得税控除）を受けるこ

とができる。 

•  企業又は法人パートナーシップは、適格財団に現金又は資産を寄附した場

合、企業の純利益の 10%に相当する金額を上限として、二重控除を受ける

ことができる。 

• 個人、企業及び法人パートナーシップは、適格財団への寄附に関し、資産

の譲渡や商品の販売から稼得された所得、又は証書の実行に関して、所得

税、付加価値税、特定事業税及び印紙税の免除を受けることができる。 

税制優遇措置は、タイ歳入局長によって定められた規則、手続及び条件に従っ

て適用される予定です。 

 

https://www2.deloitte.com/content/dam/Deloitte/th/Documents/tax/th-tax-newsletter-Dec2022-en.pdf
https://www2.deloitte.com/th/en.html


従業員のために開催される国内研修セミナーを奨励するための税制優

遇措置 

2022 年 11 月 8 日に発行されたタイ国勅令第 757 号に基づき、2022 年 7 月 15

日から 2022 年 12 月 31 日までにタイ国内において社員研修セミナーを開催す

るために発生した適格費用について、企業又は法人パートナーシップに追加の

法人所得税控除が適用されることになりました。適格費用には、セミナーの会

場費、宿泊費、交通費及びセミナー開催等に伴うその他の費用及び観光に関す

る法律に基づき登録された観光事業者に支払うサービス料が含まれます。勅令

のインセンティブの概要は、下記のとおりです。 

(1) 本勅令で特定された「第二次観光県」又はタイ歳入局長が公表したその他

の観光地域において、企業又は法人組合が現地従業員のために手配した国

内研修セミナーにかかった費用の 100％（すなわち合計 200％）を追加控

除すること。 

(2) 企業又は法人組合が上記(1)に規定する地域以外の地域の現地従業員向けに

開催した国内研修セミナーに要した費用の 50%（すなわち合計 150%）を

追加で控除すること。 

(3) 上記(1)及び(2)の区分に明確に配分できない場合において、会社又は法人

が現地従業員のために行った国内研修セミナーに要した費用の 50％（すな

わち合計 150％）を追加控除すること。 

免税は、タイ歳入局長が定める規則、手続及び条件に従って申請する必要があ

ります。 

タイ国内見本市の開催を奨励する税制優遇措置の提供 

2022 年 11 月 8 日に発行されたタイ国勅令第 758 号に基づき、2022 年 7 月 15

日から 2022 年 12 月 31 日までに開催された国内の見本市、展示会及びトレー

ドショー等への参加に関連して発生したレンタル料やサービス料に対して

100%の追加法人税控除（すなわち合計 200%の控除）が行われることになりま

した。本税制優遇措置を受けるには、納税者はイベント主催者が発行するイベ

ントへの実際の出席を確認できる証明書を取得する必要があります。また、追

加控除は、タイ国税庁長官が定める規則、手続及び条件に従って申請する必要

があります。 

地域密着型企業に対する個人所得税免税措置の延長 

2022年 11月 14日に閣僚規則第 385号が発行され、地域企業振興法に基づく資

格を有する地域密着型企業が、年間所得が 180 万バーツを超えない通常のパー

トナーシップ又は非樹脂組織である場合、個人所得税免除の延長が可能になり

ました。この免税は本来 2020 年 1 月 1 日から 2022 年 12 月 31 日まで利用可能

でしたが、これが 2025 年 12 月 31 日まで延長され、タイ歳入局長が定める規

則、手続き及び条件に従って請求する必要があります。 

REITs への資産の買戻しによる売却に関する非課税措置の規定及び基準 

2022 年 11 月 21 日に発行されたタイ歳入局長からの通達第 46 号により、2022 

年 7 月 18 日に発行された勅令第 753 号によって認められた法人所得税、VAT、

特定事業税及び印紙税の免税を申請するための規則、基準及び条件について、

「バイバック」協定（すなわち、企業又は法人組合が、その後資産を買い戻す

ことに同意する協定）のもと不動産投資信託（Real Estate Investment Trust：以

下「REIT」）の受託者への特定の資産の販売に関して規定しています。また、

法人が不動産投資信託の受託者に資産を売却する際に、その資産を買い戻す取



決め（buy-back）を行っている場合、その売却益が課税されます。また、REIT 

の受託者が会社や法人組合に当該資産を転売する場合にも、税制上の優遇措置

が適用されます。この通達は、2022 年 7 月 19 日に遡って適用され、通達のル

ールや基準の概要は、下記のとおりです。 

• 買戻しの取決めを行った会社（又は法人パートナーシップ）及び REIT の受

託者は、免税の恩恵を受けるために、買戻しの取決めに基づく資産の売却

及び再販を含む取引が行われたことを確認する証明書を共同で作成し、不

動産登記簿の土地登記官及びタイ歳入局長に提供しなければなりません。 

• 会社（又は法人組合）及び REIT の受託者は、買戻しの取決めに基づく資産

の売却及び再販に関する証拠書類等保管し、税務調査官の閲覧に供するこ

とが義務付けられています。 

タイ証券取引所における証券取引に係る特定事業税の免税措置の取消

しに関する閣議決定 

2022 年 11 月 29 日付でタイ内閣は、タイ証券取引所（Stock Exchange of 

Thailand：以下「SET」）で取引される証券の売却に関して特定事業税（Specific 

Business Tax：以下「SBT」）を課す勅令案を承認しました。この決定は、「課

税の公平性」を高め、「所得格差」を是正することを目的としており、30年以

上にわたって実施されてきたタイ株式市場での証券売買に対する SBT の免税措

置に事実上終止符を打つことになります。勅令案によると、当該取引に対する

SBT の賦課の段階によって、下記のように税率が異なります。 

• 第 1 段階：勅令発効日から 2023 年 12 月 31 日まで、税率は有価証券売却益

の 0.05％（地方税を含む 0.055％）、第 2 段階：勅令発効日から 2023 年 12

月 31 日まで、税率は有価証券売却益の 0.05％（地方税を含む 0.04％）とさ

れます。 

• 第 2 段階：2024 年 1 月 1 日以降、税率は有価証券売却益の 0.10％（地方税

込みで 0.11％）となる予定です。 

SBT 免除は、下記の売手による証券の販売にのみ適用されます。 

(1) SET に登録され、マーケットメーカーが登録された銘柄を取引する「マー

ケットメーカー」 

(2) 社会保険局   

(3) プロビデントファンド  

(4) 政府年金基金 

(5) 私立学校に関する法律に基づく福祉基金 

(6) 退職金共済基金 

(7) 国民貯蓄基金 

(8) 投資信託の投資口を社会保険事務所に販売することを目的として証券取引

法に基づいて設立された投資信託、その他上記(3)～(7)のファンド 

SBT 免除がない場合、ブローカーは証券販売者の代表として、販売代金から

SBT を源泉徴収し、販売者に代わって税金を送金することが要求されます。売

り手は SBT の申告書を提出する必要はありません。 

勅令の規定は、勅令が官報に掲載された月の 4 カ月後の初日から施行されます

（すなわち、90 日間の「猶予期間」が設けられます）。 
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